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券の種類】
新株予約権証券

【届出の対象とした募集金額】 株主割当 ０円

 発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込

むべき金額の合計額を合算した金額
1,011,562,860円

 （注）　行使価額が調整された場合には、発行価額の総額に新株予約権の行

使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額は増加また

は減少します。また、新株予約権の行使期間内に行使が行われない

場合及び当社が新株予約権を消却した場合には、発行価額の総額に

新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した

金額は減少します。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社大阪支店

（大阪市中央区内本町二丁目４番12号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）
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第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行新株予約権証券】（第２回新株予約権証券）

（１）【募集の条件】

発行数 33,718,762個

発行価額の総額 ０円

発行価格 ０円

申込手数料 該当事項なし

申込単位 該当事項なし

申込期間 該当事項なし

申込証拠金 該当事項なし

申込取扱場所 該当事項なし

払込期日 該当事項なし

割当日 該当事項なし

払込取扱場所 該当事項なし

（注） １．取締役会決議日
平成21年８月19日開催の当社取締役会において発行を決議しており
ます。

２．募集の方法
株主割当の方法により、基準日（本欄第３項に定める。）の最終の株
主名簿に記載または記録された株主に対し、本欄第４項に定める割当
比率で本新株予約権を割当てます。ただし、当社が有する当社株式に
ついては、本新株予約権を割当てない。

３．基準日
平成21年９月30日

４．割当比率
各株主の所有株式数１株につき１個を割当てる。

５．効力発生日
平成21年10月16日

６．発行数について
発行数については、当社の平成21年８月19日現在の発行済株式数の総
数を基にしているが、基準日は平成21年９月30日のため変動を生ずる
可能性があります。

７．申込手数料、申込単位、申込期間、申込証拠金及び申込取扱場所につい
て
本新株予約権は、会社法第277条の規定に基づく新株予約権無償割当
ての方法により発行されるものであり、当社の定める効力発生日にお
いて、何らの申込手続きを要することなく新株予約権が付与されるこ
ととなります。したがって、申込に係る上記事項については該当事項
はありません。
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（２）【新株予約権の内容等】

新株予約権の目的となる株式
の種類

当社普通株式
普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式である。また、単元株式数は1,000株である。

新株予約権の目的となる株式
の数

１　本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行またはこ
れに代えて当社の有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の
発行または処分を「交付」という。）する数は、33,718,762株とする。
（本新株予約権１個の目的である株式の株（以下「割当株式数」と
いう。）は１株とする。）
ただし、当該数は、当社の平成21年８月19日現在の発行済株式数の総
数を基にしており、基準日は平成21年９月30日のため、変動を生ずる
可能性がある。また、本欄第２項によって割当株式数が調整される場
合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に
応じて調整されるものとする。

２　(1）当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項の規定に
従い行使価額（同欄第１項に定義する。）の調整を行う場合に
は、割当株式数は次の算式によって調整されるものとする。

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

上記算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、別記
「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に定める調整前行
使価額及び調整後行使価額とする。

(2）前号の調整は、当該時点において未行使の本新株予約権に係る割
当株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数
は切り捨て、現金による調整は行わない。

(3）調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る別記「新株予
約権の行使時の払込金額」欄第２項第(2）号及び第(5）号によ
る行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用す
る日と同日とする。

(4）割当株式数の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面により
その旨及びその理由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及び
その適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに新株予
約権者に通知する。ただし、適用の日の前日までに前記の通知を
行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。
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新株予約権の行使時の払込金
額

１　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
(1）各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額
（以下に定義する。）に割当株式数を乗じた額とする。

(2）本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合にお
ける株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）は、30
円（以下「当初行使価額」という。）とする。

２　行使価額の調整
(1）当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2）号に掲げる各事由により
当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合または変更を生じる可
能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」とい
う。）をもって行使価額を調整する。

     
既発行
株式数

 
＋

交付株式数×
１株当たり
払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋交付株式数

(2）行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及
びその調整後の行使価額の適用時期については、次に定めるところに
よる。
①本項第(4）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株
式を交付する場合（ただし、当社の発行した取得請求権付株式若しく
は取得条項付株式の取得と引換えに交付する場合または当社普通株
式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたも
のを含む。以下本号において同じ。）その他の証券若しくは権利の請
求または行使による場合を除く。）
調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられて
いるときは当該払込期間の最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、ま
た、当社普通株式の株主（以下「普通株主」という。）に割当てを受
ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、こ
れを適用する。
②株式分割または無償割当により当社普通株式を発行する場合
調整後の行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日
以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利
を与えるための基準日がある場合はその翌日以降、また当社普通株式
の無償割当について当社普通株主に割当を受ける権利を与えるため
の基準日がない場合または株主（普通株主を除く。）に当社普通株式
の無償割当てをする場合は当該割当ての効力発生日の翌日以降、これ
を適用する。
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 ③本項第(4）号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の
交付をする旨の定めがある取得請求権付株式若しくは取得条項付株
式を発行する場合（無償割当の場合を含む。）または本項第(4）号②
に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求でき
る新株予約権その他の証券若しくは権利を発行する場合（無償割当
の場合を含む。）
調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式若しくは取得条項
付株式または新株予約権その他の証券または権利の全てが当初の条
件で請求または行使されて当社普通株式が交付されたものとみなし
て行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予約
権の場合は割当日、また無償割当の場合は効力発生日）の翌日以降、
これを適用する。但し、普通株主に割当てを受ける権利を与えるため
の基準日がある場合はその翌日以降、これを適用する。
上記にかかわらず、請求または行使に際して交付される当社普通株式
の価額が取得請求権付株式若しくは取得条項付株式または新株予約
権その他の証券または権利が発行された時点で確定していない場合
は、調整後の行使価額は、当該価額の確定時点で発行されている取得
請求権付株式若しくは取得条項付株式または新株予約権その他の証
券または権利の全てが当該価額の確定時点の条件で請求または行使
され当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準
用して算出するものとし、当該価額が確定した日の翌日以降、これを
適用する。
④本号①から③の各取引において、株主に割当てを受ける権利を与える
ための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以
降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条件として
いるときは、本号①から③にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承
認があった日の翌日以降、これを適用する。
この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日
までに本新株予約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算出方
法により、当社普通株式を交付するものとする。

株式数 ＝
(調整前行使価額

－
調整後
行使価額 )×

調整前行使価額によ
り当該期間内に交付
された株式数

既発行株式数＋交付株式数

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金によ
る調整は行わない。
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(3）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使
価額との差額が１円未満にとどまる限りは、行使価額の調整はこれを
行わない。ただし、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生
し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に
代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用する。

(4）①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出
し、小数第２位を切り捨てる。
②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日
に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）
の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終
値（気配表示を含む。）の平均値とする。この場合、平均値の計算
は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。
③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日（基準日を定め
ない場合は効力発生日）がある場合はその日、基準日がない場合
は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の
発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式
数を控除した数とする。また、本項第(2）号②の基準日における当
社の有する当社普通株式に割当てられる当社普通株式数を含まな
いものとする。

(5）本項第(2）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げ
る場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。
①株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収
分割、当社を完全親会社とする株式交換のために行使価額の調整を必
要とするとき。
②その他当社の発行済普通株式数の変更または変更の可能性が生じる
事由の発生により行使価額の調整を必要とするとき。
③行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に
基づく調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方
の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6）本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、あ
らかじめ書面によりその旨ならびにその事由、調整前の行使価額、調
整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を適用の日の前
日までに本新株予約権者に通知する。ただし、適用の日の前日までに
前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれ
を行う。

新株予約権の行使により株式
を発行する場合の株式の発行
価額の総額

1,011,562,860円
別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項により、行使価額が調整さ
れた場合には、上記発行価額の総額は増加または減少する。また、新株予約権
の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が新株予約権を消却した場
合には、上記発行価額の総額は減少する。
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新株予約権の行使により株式
を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額

１　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は30円
とする。ただし、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に
よって変更されることがある。

２　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金
の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等
増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。）、当該資本金等増加
限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の
額とする。

新株予約権の行使期間 平成21年11月９日から平成22年５月14日までとする。

新株予約権の行使請求の受付
場所、取次場所及び払込取扱場
所

受付場所　株式会社だいこう証券ビジネス
取次場所　該当事項なし
払込取扱場所　株式会社みずほ銀行　新宿南口支店

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

自己の新株予約権の取得の事
由及び消却の条件

該当事項はありません。
ただし、当社は、当社が吸収合併による消滅並びに株式交換または株式移
転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で決議し、当
該株式交換または株式移転の効力発生日以前の取締役会において新株予
約権を取得する日を定めた場合、会社法273条第２項の規定に従って通知
または公告したうえで、かかる取得日に、その時点において残存する新株
予約権の全部を無償で取得することができる。

新株予約権の譲渡に関する事
項

本新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要するものとす
る。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

該当事項はありません。

　（注）１．本新株予約権の行使請求の方法

①　本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書（以下「行使請求

書」という。）に、行使請求しようとする本新株予約権の内容及び数を表示し、請求年月日等を記載

してこれに記名捺印した上、行使期間中に上記行使請求受付場所に提出しなければならない。

②　本新株予約権を行使しようとする場合は、行使請求書の提出に加えて、本新株予約権の行使に際して

出資の目的とされる金銭の全額を上記払込取扱場所の指定の口座に振込むものとする。

③　上記行使請求受付場所に対し行使に要する書類を提出したものは、その後これを撤回することはで

きない。

２．本新株予約権の行使請求の効力発生時期

行使請求の効力は、行使請求に要する書類の全部が行使請求受付場所に到着し、かつ当該新株予約権

の行使に際して出資される金銭の全額の入金が確認された日、または本新株予約権を行使する日とし

て行使請求書に記載された日のいずれか遅い日に発生する。

３．本新株予約権証券の発行

当社は、本新株予約権については、新株予約権証券を発行しない。

 

（３）【新株予約権証券の引受け】

　該当事項はありません。
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２【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

1,011,562,860 15,000,000 996,562,860

　（注）１．払込金額の総額は、発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算し

た金額を表示しております。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．行使価額が調整された場合には、払込金額の総額及び発行諸費用の概算額は増加または減少します。

また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合は、払込金額の総額は減少します。

 

（２）【手取金の使途】

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額を含めた差引手取概算額は996,562,860円

であります。ただし、本新株予約権の行使は本新株予約権者の判断によるため、現時点において本新株予約

権の行使による財産の出資及びその時期を資金計画に織り込むことは困難であります。したがって、財産

の出資があった場合の調達資金は、下記のとおり充当することを予定しております。

①借入金の返済

当社グループにおきましては、過去３年間にわたりグループ事業の再構築をスムーズに行うための資金

を確保するため、金融機関等に借入を行っておりました。前期にグループの再構築をほぼ完了し、今期に

上記借入の返済時期が到達することから、上記の差引手取概算額のうち、890,000,000円を金融機関等へ

借入の返済に充当する予定であります。

②金融サービスを提供する企業及び事業への投資

当社グループにおきましては、以前はグループ内に証券業、外国為替証拠金取引業、商品先物取引業など

の各種サービスを提供していた総合金融サービスグループでしたが、グループ内の事業の再構築によ

り、現在は証券業に特化したサービスとなっております。今後は、金融サービスを提供する企業及び事業

への投資により、当社グループの証券業と投資先の金融業務における有機的なシナジー効果が生まれ、

今まで以上に投資家の方々に良質かつ多様な金融商品・サービスを提供することが可能となり、当社グ

ループの業績の向上及び収益構造の強化が図れるものと考え、上記の差引手取概算額のうち、

100,000,000円を投資に充当する予定であります。

なお、企業・事業への投資という特性上、必ずしも現段階で具体的な交渉案件があるわけではなく、当社

グループの収益規模等を勘案し、目処として予定しているものであります。

③運転資金

②の投資により、さらなる内部統制の構築及び強化が必要となることが考えられるため、内部統制への

構築及び強化に関する運転資金として、上記の差引手取概算額のうち、6,562,860円を充当することを予

定しております。なお、上記運転資金には、調査費用、人件費及びコンサルタント費用等を含んでおりま

す。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。

 

第３【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】

 

第１【公開買付けの概要】
　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
　該当事項はありません。

 

第三部【追完情報】
 

事業等のリスク

　組込情報としての有価証券報告書（第59期事業年度）に記載された「事業等のリスク」について、当該有価

証券報告書の提出日以降、本有価証券届出書提出日までの間に生じた変更はありません。

　また、当該有価証券報告書に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日現在において変更

の必要はないと判断しております。

 

第四部【組込情報】
 

　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
（第59期）

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

平成21年６月26日
関東財務局長に提出

四半期報告書
第60期
第１四半期

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

平成21年８月13日
関東財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（EDINET）を使用した

データを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライ

ン）Ａ４－１に基づき本届出書の添付書類としております。

 

第五部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】

 

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月20日

黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西田　隆行　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田原　信之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 前川　英樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、黒川木徳

フィナンシャルホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成21年６月26日

黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原科　博文　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小澤　裕治　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結
財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連
結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連
結財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、黒川木徳
フィナンシャルホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す
る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

追記情報
　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成21年６月25日開催の定時株主総会において資本準備金及び利益準備金の額の
減少ならびに剰余金の処分について決議している。　

＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、黒川木徳フィナンシャルホール
ディングス株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及
び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対
する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見する
ことができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は
有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の
評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月20日

黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西田　隆行　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田原　信之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 前川　英樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第58期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、黒川木徳フィ

ナンシャルホールディングス株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 平成21年６月26日

黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原科　博文　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小澤　裕治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第59期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、黒川木徳フィ

ナンシャルホールディングス株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成21年６月25日開催の定時株主総会において資本準備金及び利益準備金の額の

減少ならびに剰余金の処分について決議している。　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月13日

黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原科　博文　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小澤　裕治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている黒川木徳フィナン

シャルホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社及び連結子会社の平

成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月13日

黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原科　博文　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小澤　裕治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている黒川木徳フィナン

シャルホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社及び連結子会社の平

成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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